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I. 下野市の概要 

I-(1).下野市の人口動態 

I-(1)-1.下野市の人口の推移 

 

 

 

 

図表：下野市[上]と栃木県[下]の人口の推移対比 

 

 

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

・下野市の 2016年 1月 1日時点の人口は、59,592人であり、前年より 0.2%ほど減少している。しかしここ数年は増加

と減少を交互に繰り返しているため、前年比 0.4%減の栃木県と比較した場合、人口の減少は進んでいないといえる。 

・2006年までは順調に人口が増加していたことから、早くこの水準まで戻ることが求められる。 



I-(1)-2.下野市の高齢化率の推移 

 

 

 

 

図表：下野市[上]と栃木県[下]の高齢化率の推移対比 

 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

 

・下野市の 2010 年度の高齢化率(65 歳以上の割合)は 19.0%で、全国平均より低かった。また栃木県全体は 21.8%

のため、県内平均よりも高齢化が進んでいない。しかし、このまま高齢化が進んだ場合、2040年には 34.4%まで上昇し、全

国平均よりは下回っているものの、3人に 1人以上が高齢者になると見込まれる。 



I-(1)-3.下野市の年代別人口増減と転入転出状況 

 

 

 

 

図表：人口増減[上]/ 地域ブロック別純移動数[下] 

 

  

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

・1995 年を境に、総人口の上昇幅が狭くなった。2005 年以降は、生産年齢人口は減少に転じ、老年人口のみが増加し

ている。しかし、2020年以降は老年人口の増加率も減少していくと考えられる。 

・栃木県全体は、転入より転出、特に東京圏への転出が多い。また近年の傾向として、北関東からの転入が増えてきた。 



 

 

 

 

図表：下野市の年齢階級別純移動数[上] /下野市の From-to分析(2014年)[下] 

 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

・2011年と 2012年は転出より転入が多かったが、ここ 2年は転出の方が多い。65歳以上の転入は、直近 5年間のすべ

てでプラスの値である。 

・宇都宮や真岡市、三川町からの転入が多いいっぽうで、小山市への転出が非常に多い。 



I-(2).下野市の経済概要 

I-(2)-1.下野市の地域経済循環状況 

 

 

 

 

図表：下野市[上]と栃木県[下]の地域経済循環図比較 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

・生産（付加価値額）を分配（所得）で除した地域経済循環率は、地域経済の自立度を示しており、値が低いほど他地

域から流入する所得に対する依存度が高い。下野市の地域経済循環率は74.2%と、栃木県全体の100.2%よりも低い。

なお、隣接している群馬県全体では 98%、茨城県全体では 99%である。 



I-(2)-2.下野市の産業別経済循環と生産状況(2010年) 

 

 

 

 

付加価値額（一人当たり）  

第１次産業 第２次産業 第３次産業 

下野市：付加価値額（一人当たり） 221万円 820万円 654万円 

栃木県：付加価値額（一人当たり） 255万円 962万円 805万円 

所得（一人当たり）  

雇用者所得 その他所得 

下野市：所得（一人当たり） 425万円 174万円 

栃木県：所得（一人当たり） 432万円 183万円 

支出流出入率  

民間消費 民間投資 その他支出 

下野市：支出流出入率 -6.9％ -15.8％ -87.5％ 

栃木県：支出流出入率 -7.3％ -9.2％ 28.2％ 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者作成 

 

■産業別生産額の対比 

 

 

図表：産業構成の割合：生産額（総額） 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

 

・下野市は栃木県平均と比べ、3次産業の生産額の割合が高くなっている。 

・下野市は栃木県の平均に比べ、一人あたりが生み出す付加価値額が、1次、2次、3次産業全てで下回っている。 

・雇用者所得は栃木平均とほぼ同水準である。 

・民間消費、民間投資、その他の支出のすべての支出流出入率がマイナスとなっており、市外へお金が流れてしまっている。 



■2次産業と３次産業内の生産額の割合 

 

 

図表：2次産業の生産額の割合 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

 

 

図表：3次産業の割合 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋  

・2次産業の生産額の 48.5%を食料品が占めている。それに、建設業、輸送用機械が続いている。 

・３次産業では県平均に比べてサービス業と不動産の生産額の割合が高く、公務による生産割合が低くなっている。 



I-(2)-3.下野市の産業別就業者の割合(2010年) 

 

 

 

 

図表：下野市[上]と栃木県[下]の産業/業種別就業者の割合 

 
出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

・下野市は栃木県全体に比べて、2次産業の就業者の割合が 4.2%低く、3次産業の就業者の割合は 2.8%高くなってい

る。 

・2次産業では製造業の従業者が最も多く(20.0%)、3次産業では医療・福祉が最も多い(14.1%)。 



I-(2)-4.下野市の産業別売上金額の割合(2014年) 

 

 

 

 

図表：下野市[上]と栃木県[下]の産業（大分類）ごとの売上金額割合 

  

 

出典：総務省『経済センサス‐基礎調査_平成 26年』より筆者作成 

 

※D 建設業 F 電気・ガス・熱供給・水道業 G 情報通信業 H 運輸業，郵便業 J 金融業，保険業 O 教育，学習

支援業 Q 複合サービス事業 R サービス業（他に分類されないもの） C 鉱業，採石業，砂利採取業は対象外 

44%

36%

13%

4%
1% 1% 1% 0%

E 製造業

I 卸売業，小売業

P 医療，福祉

N 生活関連サービス業，娯楽業

M 宿泊業，飲食サービス業

K 不動産業，物品賃貸業

L 学術研究，専門・技術サービス業

A～B 農林漁業

50%

31%

9%

4%

3%
2% 1% 0% 0% E 製造業

I 卸売業，小売業

P 医療，福祉

L 学術研究，専門・技術サービス業

N 生活関連サービス業，娯楽業

M 宿泊業，飲食サービス業

K 不動産業，物品賃貸業

A～B 農林漁業

C 鉱業，採石業，砂利採取業

・2014 年、下野市で最も売上を上げたのは製造業で、全体の 45％の売上を占めている。卸売業・小売業が 36%で続い

ており、この 2産業で下野市の売上の 79%を占めていることになる。 

・上位 2種の加算構成比は栃木県ともほぼ同じ割合である。その他、医療・福祉が 13%と、県平均と比べて高い。 

下野市 

栃木県 



I-(2)-5.下野市の 1人あたりの産業別売上金額の割合(2014年) 

 

 

 

 

図表：下野市[上]と栃木県[下]の産業（大分類）ごとの従業者１人あたり売上割合 

単位：万円 

 

 

出典：総務省『経済センサス‐基礎調査_平成 26年』より筆者作成 

 

※D 建設業 F 電気・ガス・熱供給・水道業 G 情報通信業 H 運輸業，郵便業 J 金融業，保険業 O 教育，学習

支援業 Q 複合サービス事業 R サービス業（他に分類されないもの） C 鉱業，採石業，砂利採取業は対象外 

4,705 

4,595 

2,351 

1,094 

1,087 

1,075 

782 352 
E 製造業

I 卸売業，小売業

N 生活関連サービス業，娯楽業

A～B 農林漁業

P 医療，福祉

L 学術研究，専門・技術サービス業

K 不動産業，物品賃貸業

M 宿泊業，飲食サービス業

4,309 

3,678 

2,617 

2,564 

1,817 

1,604 

1,600 

1,297 

478 

E 製造業

I 卸売業，小売業

L 学術研究，専門・技術サービス業

C 鉱業，採石業，砂利採取業

P 医療，福祉

N 生活関連サービス業，娯楽業

K 不動産業，物品賃貸業

A～B 農林漁業

M 宿泊業，飲食サービス業

・2014年、下野市で最も一人当たりの売上高が高かった産業は、製造業(4,705万円)であった。栃木県の製造業の平均

(4,309万円)と比べた場合、約 400 万円も高い。また 2 位の卸売業・小売業でも、栃木県平均よりも 900万円高い。こ

の２産業を振興しつつ、リスクヘッジの観点から、他産業の振興も計画的に進めていきたい。 

下野市 

栃木県 



I-(2)-6.下野市の産業別特化係数(製造業) 

 

 

 

 

 

図表：下野市の産業別特化係数 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

 

※特化係数：域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。1.0 を超えていれば、当該産業が全国に比べて

特化している産業とされる。労働生産性の場合は、全国の当該産業の数値を 1 としたときの、ある地域の当該産業の数値。 

 

※労働生産性＝付加価値額（企業単位）÷従業者数（企業単位） 

 

 

 

 

 

 

  

・付加価値額と従業者数の特化係数については、プラスチック製品製造業窯業・土石製品製造業パルプ・紙・紙加工品製

造業の 3 つが、全国平均に比べて上回っている。 

・いっぽうで、労働生産性は鉄鋼業と金属製品製造業が高いものの、すべての業種で全国より下回っている。 

以降は 

Ⅱ.第 1次産業 

Ⅲ.第 2次産業 

Ⅳ.第 3次産業 

の順に下野市の現状を確認していく 



II. 下野市の第 1 次産業 

II-(1).下野市の農産物の販売額 

 

 

 

 

図表：下野市の農産物の販売金額(総額、経営体当たり) と農産物金額帯別の経営体の割合 

   

 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

・2005 年(810,125 万円)と比べ、2010 年(822,125 万円)の農産物の販売総額は、微増した。経営体当たりの販売

金額も同様に上昇し、栃木県および全国平均よりも上昇率は高い。 

・販売金額別の構成比も、殆ど変わっていない。 

下野市 

栃木県 

全国平均 

下野市 

栃木県 

全国平均 

下野市 栃木県 全国平均 



II-(2).下野市の農林水産業 

 

 

 

図表：下野市の農林水産業の基本指標 

 

出典：農林水産省『わがマチ・わがムラ』より筆者抜粋 

 

 

 

 

 

図表：下野市の農業部門別の産出額・販売農家数 

 

出典：農林水産省『わがマチ・わがムラ』より筆者抜粋 

・耕地面積率は 51.9%であり、全国や栃木県の平均を大幅に超えている。いっぽう林野面積率は 4.1%と非常に低い。 

・耕地面積のうち、水田が占める割合が 69.5%であり、全国平均は超しているものの、栃木県平均を下回っている。 

・販売農家数も米が 1400戸で 1位であり、2位の野菜でも 824戸である。しかし、産出額では野菜の方が多く、米農家の

産出額強化が望まれる。なお、加工農産物が県内の 42.2%のシェアを占めており、下野市の大きな特徴といえる。 



III. 下野市の第 2 次産業 

III-(1).下野市の工業動向 

 

III-(1)-1.下野市の工業製品出荷額の推移 

 

 

 

 

 

図表：下野市[左]と栃木県[右]の工業製造品出荷額等の推移 

 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

III-(1)-2.下野市の工業従業者の推移 

 

 

 

 

 

図表：下野市[左]と栃木県[右]の工業従業者数の推移 

 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

 

 

・この 25 年間、栃木県全体がほぼ横ばいで推移しており、下野市も同様の傾向を示している。2009 年(リーマンショック後)

と 2011年(東日本大震災後)には出荷額が一時的に落ち込んだものの、ここ 10年間は、2000年前後に比べて高い水準

で推移している。今後は、2007年付近と同様の伸長率を期待したい。 

・この 25年間で、栃木県も下野市も緩やかに従業者が減少している。どちらも 2007年付近に一度盛り返したが、そこからま

た減少の一途を辿っている。 

ただ、栃木県に比べると直近では下野市のほうが、減少率が高く、出荷額の減少とも因果関係があると考えられる。 

下野市 栃木県 

下野市 栃木県 



III-(1)-3.下野市の工業粗付加価値額の推移 

 

 

 

 

 

図表：下野市[左]と栃木県[右]の粗付加価値額の推移 

 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

III-(1)-4.下野市の 1人あたりの粗付加価値額の推移 

 

 

 

 

 

図表：下野市[左]と栃木県[右]の 1人当たり粗付加価値額の推移 

 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

 

III-(2).下野市の業種別工業動向 

工業統計表をもとに、業種ごとの項目を分析する。なお、製品出荷額や付加価値額、給与総額が不明な業種は本分析対

象から除外している。 

  

・栃木県全体が 2012年～2014年にかけて上昇しているのに対し、下野市は、2014年は減少に転じており、出荷額や従

業員数と連動していると考えられる。また、この 2 項目と連動していることから、原材料や仕入原価などの変動費といった外部

環境に原因があるとは考えづらいため、改善の糸口は内部にあると類推され得る。 

・2014年の 1人当たりの粗付加価値額は、下野市が 1,380万円に対し、栃木県は 1,496万円であった。 

・ここ 2 年は右肩上がりで上昇しており、また、全国平均よりも高い水準を保っている。この上昇傾向を続けることで栃木県の

平均を上回ることが可能になるため、引き続き推進していきたい。 

下野市 栃木県 

下野市 栃木県 



III-(2)-1.下野市の工業製造品出荷額等の推移 

   

 

 

 

図表：下野市_工業製造品出荷額等(2012年) 

                   単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

図表：下野市_製造品出荷額等(2013年)                    

単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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・2012年は輸送用機械器具製造業の出荷額が 410億円を超え、食料品製造業(355億円)がそれに続いており、この 2

業種の出荷額は他業種にくらべて非常に高かった。 

・2013年は、輸送用機械危機製造業の出荷額はほぼ同じであったが、食料品製造業の出荷高が約 50億円増と大きく

伸長した。また、木材・木製品製造業が約 30億円増のなか、プラスチック製品製造業は 5位圏外に下がってしまった。 



 

 

 

図表：下野市_製造品出荷額等(2014年)                    

単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表：cf.栃木県_製造品出荷額等(2014年)                   

単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成  
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『総評』 

・出荷額では、業務用機械器具製造業と食料品製造業の 2業種が、下野市の工業分野を支えていることが分かる。 

いっぽうで、3位以下の業種とは約 2倍近い差がある為、リスクヘッジの観点から鑑みるに、この 2業種以外の振興に注力す

る手段も考えられる。 

例えば、木材・木製品製造業は 3 年連続で 3 位と安定した出荷額を維持しているため、先ずはこの分野での出荷額 200

億円以上を目指すといった事も考えられる。 

・2014 年は、前年まで 2 位であった食料品製造業(403 億円)が 1 位になり、2 位の輸送用機械器具製造業(401 億

円)と逆転した。その他の業種は、3位～5位まで、前年から順位の変動は無かった。 



III-(2)-2.下野市の工業従業員の推移 

 

 

 

 

図表：下野市_従業員数(2012年)                              

単位：人 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

図表：下野市_従業員数(2013年)       

                             単位：人 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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・2012年は、食料品製造業(834人)の従業員が最も多く、次いで、輸送用機械器具製造業(723人)が続いた。出荷額

が 3位であった木材・木製品製造業は、従業員では 5位圏外であった。 

・2013 年は、上位 5 位の並び順は変わらなかった。ただ、大きく出荷高を伸ばした食料品製造業では従業員が 60 人も増

えている一方、出荷高を減らした電気機械器具製造業の従業員は約 100名減少しており、相関関係があると考えられる。 

 



 

 

 

図表：下野市_従業員数(2014年) 

                             単位：人 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表：cf.栃木県_従業員数(2014年)    

                        単位：人 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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『総評』 

・従業員数の TOP3 の業種は、食料品製造業、輸送用機械器具製造業、プラスチック製品製造業と、3年間変わりなかっ

た。 

・いっぽう上述の通り、電気機械器具製造業は、最終的には従業員数が 8 人になってしまった。これは、従業員 300 人超

の事業所が 1 つ、従業員 30～299人の事業所 2 つがなくなったことによると考えられる。 

なお、栃木県は輸送用機械器具製造業の従業員が最も多く、食料品製造業とプラスチック製品製造業がそれに続いてい

る。 

  

・2014 年は、プラスチック製品製造業を除き、全体的に従業員の数が減少した。特に電気機械器具製造業は、事業所数

が 4所から 1所、従業者数は 428人から 8人になってしまい、上位 5位から外れた。 



III-(2)-3.下野市の工業従業員 1人あたりの現金給与支給額の推移 

 

 

 

 

図表：下野市_従業員 1人あたりの現金給与支給額(2012年)                  

単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

図表：下野市_従業員 1人あたりの現金給与支給額(2013年) 

               単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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・2012 年は、電気機械器具製造業(796万円)が飛びぬけて高かった。2位には金属製品製造業(507万円)が続き、輸

送用機械器具製造業(446万円)、生産用機械器具製造業(444万円)などが同水準で並んでいる。 

・2013 年は、引き続き電気機械器具製造業 1 位である。前年との違いとして、2 位にパルプ・紙・紙加工品製造業(518

万円)がランクイン、4位に窯業・土石製品製造業(438万円)がランクインした。 



 

 

 

図表：下野市_従業員 1人あたりの現金給与支給額(2014年) 

                   単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表：cf.栃木県_従業員 1人あたりの現金給与支給額(2014年) 

                  単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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『総評』 

・輸送用機械器具製造業、化学工業、生産用機械器具製造業は、現金給与支給額が 400 万円から 500 万円の間で

安定していた。 

・一方、従業員数の多い食料品製造業は、2014年で 287万円と、かなり低い水準であった。 

・栃木県全体では、生産用機械器具製造業や非鉄金属製造業、情報通信機械器具製造業など、下野市ではランクイン

していないもの業種が多く、これらの業種の振興が、給与支給額および一般消費額の増加に寄与し得ると考えられる。 

・2014年は、上述のとおり電気機械器具製造業の大規模事業所がなくなったため、上位 5業種から姿を消した。そのほかで

は、輸送用機械器具製造業(451万円)が 2位に上昇した。 



III-(2)-4.下野市の工業粗付加価値額の推移 

 

 

 

 

図表：下野市_粗付加価値額(2012年)                              

単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

図表：下野市_粗付加価値額(2013年) 

                            単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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・2012 年は、食料品製造業(195 億円)が飛びぬけて高く、輸送用機械器具製造業(91 億円)がそれに続き、プラスチック

製品製造業(34億円)、金属製品製造業(32億円)、生産用機械器具製造業(29億円)が並んでいる。 

・2012 年と業種の順位も、金額も、特段大きな変化がなかった。食料品の製造業が微減し、その他 4 業種が微増してい

る。差異点として、木材・木製品製造業が 5位にランクインしたことが挙げられる。 



 

 

 

図表：下野市_粗付加価値額(2014年) 

                             単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表：cf.栃木県_粗付加価値額(2014年) 

                  単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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『総評』 

・食料品製造業の粗付加価値額の高さが際立っており、輸送用機械器具製造業も安定して 90 億円前後の付加価値を

生み出している。 

・出荷高等では、輸送用機械器具製造業をと食料品製造業はほぼ同水準であったが、粗付加価値額の場合、約 2 分の

1 程度になっている。このことからも、原材料使用額等が高いことが分かる。下野市全体の経済を考えた場合、仕入をいかに

市内で完結させられるかが大事になってくると言える。 

・なお、栃木県全体では、輸送用機械器具製造業の粗付加価値が最も高かった。 

 

 

・2014 年は、上位 3 業種に変更は無かったが、生産用機械器具製造業が 4 位となり、TOP5 に復帰した。また、パルプ・

紙・紙加工品製造業が 5位にランクインした。 



III-(2)-5.下野市の 1人あたりの工業粗付加価値額の推移 

 

 

 

 

図表：下野市_1人あたりの粗付加価値額(2012年) 

                   単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

図表：下野市_1人あたりの粗付加価値額(2013年) 

                   単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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・2012年は、木材・木製品製造業が 50百万円と飛びぬけて高い。それに食料品製造業が 239百万円と続き、化学工業

(18百万円)、生産用機械器具製造業(15百万円)、輸送用機械器具製造業(12百万円)が並ぶ。 

・2013 年も、木材・木製品製造業(66 百万円)と飛びぬけて高かった。その他では、化学工業は前年度比 3 百万円増を

達成し、パルプ・紙・紙加工品製造業は 4位に上昇した。 



 

 

 

図表：下野市_1人あたりの粗付加価値額(2014年) 

                   単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表：cf.栃木県_1人あたりの粗付加価値額(2014年)         

          単位：万円 

 

出典：経済産業省『工業統計調査』より筆者作成 
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『総評』 

・木材・木製品製造業が頭一つ抜けて高い。従業員数が少ない割には高い付加価値額を生み出しているため、この業種特

有の仕組みがあれば、他の業種へも展開することで、下野市全体の振興に繋がる。 

 

例えばプラスチック製品製造業(一人当たりの粗付加価値額 4 百万円：2014 年)など、従業員数は多いものの、一人当

たりの粗付加価値額の低い業種に対してその仕組みを適用することなどが考えられる。 

・2014 年は、木材・木製品製造業が大幅に減少した(前年度比 25 百万円減)が順位は 1 位であった。その他 4 業種の

順位に変更はなく粗付加価値額にも同水準のため、木材・木製品製造業のみに関する減少要因があったと見られる。 



IV. 下野市の第 3 次産業等 

IV-(1).下野市の商業動向 

 

IV-(1)-1.下野市の年間商業販売額の推移 

 

 

 

 

 

図表：下野市[左]と栃木県[右]の商業年間販売額の推移 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

IV-(1)-2.下野市の卸売業と小売業の割合 

 

 

 

 

 

図表：下野市[左]と栃木県[右]の年間商業販売額に占める卸売業と小売業の割合 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

・下野市の 2014年の商業年間商品販売額は 1447億円で、2007年度から大幅に増加した(77.8%増)。いっぽう栃木

県はこの 7 年間で大幅に販売額を減らしている。対 2007 年度では 19.2%も減少しているため、下野市の商業が順調に

伸長していることが顕著に表れている。 

・下野市の商業販売額の割合は、卸売業が約 7 割に対し、小売業が約 3 割である。栃木県では、57%：43%であるた

め、相対的に卸売業が盛んということが分かる。 



IV-(1)-3.下野市の商業従業者数の推移 

 

 

 

 

 

図表：下野市[左]と栃木県[右]の商業従業者数の推移 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

 

IV-(1)-4.下野市の商業従業者一人当たり年間商品販売額の推移 

 

 

 

 

 

図表：下野市[左]と栃木県[右]の商業従業者一人当たり年間商品販売額の推移 

  

出典： GD Freak! <http://jp.gdfreak.com/> 2016/9/1 

 

  

・2014 年の従業者数は 3,003 人で、2007 年と比べると、10.3%減少している。いっぽう栃木県の商業従業者数は

126,656人で、2007年と比べると 20.8%減少しているため、下野市の方が、減少率が低い。 

・2014年の従業者 1人当たりの商品販売額は、約 48百万円で、2007年度から約 2倍も伸びている(98%増)。いっぽ

う栃木県は、36百万円で、2007年度比は 2.0%増であった。下野市のこの伸長率の高さは県内でも特有のため、そのノウ

ハウを他地域と共有することで、栃木県の商業全体へよい影響を与えられる、貴重な自治体といえる。 



 

IV-(2).下野市のその他の指標 

 

IV-(2)-1.下野市の創業比率と黒字赤字企業比率 

 

 

 

 

 

図表：創業比率 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

図表：黒字赤字企業比率 2012年 

 

出典：経済産業省/内閣官房『RESAS』より筆者抜粋 

・下野市の起業比率は全国平均、栃木県平均よりも下回っている。いっぽうで、黒字企業は全国平均、栃木県よりも高い水

準を維持している。このことから、堅実な企業経営を行う事業体が多いことが分かる。なお、新規事業は既存企業に比べて新

しい雇用を生み出しやすいため、起業がしやすくなる環境を整えることは、地域の経済発展に寄与すると考えられる。 



 

  



V. Appendix(栃木県の情報) 

V-(1).栃木県全体の情報 

 

V-(1)-1.栃木県の主要指標 

 

図表：製造品出荷額の第 1位が栃木県の工業製品一覧 

分類 製造品 
出荷額 

（百万円） 

出荷額（全国） 

（百万円） 
全国順位 

シ ェ ア

（％） 
年 

木材・木製品 木質系プレハブ住宅 4,261 7,795 1位 54.7 H25 

パルプ・紙・紙加工品 絶縁紙、絶縁テープ 1,453 3,054 1位 47.6 H25 

プラスチック製品 
硬質プラスチック発泡製品（厚

板）（厚さ 3mm以上） 
21,030 93,060 1位 22.6 H25 

金属製品 シャッタ 19,673 94,742 1位 20.8 H25 

生産用機械器具 
半導体製造装置の部分品・取

付具・附属品 
39,315 337,340 1位 11.7 H25 

業務用機械器具 

工業用長さ計 8,472 33,750 1位 25.1 H25 

歯科用機械器具、同装置 22,615 64,900 1位 34.8 H25 

カメラ用交換レンズ 108,971 176,628 1位 61.7 H25 

光学レンズ 15,803 79,086 1位 20.0 H25 

その他の製品 
万年筆・シャープペンシル部分

品、ペン先、ペン軸 
713 3,795 1位 18.8 H25 

出典：経済産業省『平成 25年工業統計調査』(とちぎの統計情報) 

 

図表：栃木県の収穫量の全国順位が高い農産物一覧 

品目 収穫量（トン） 収穫量（全国）（トン） 全国順位 シェア（％） 年 

いちご 25,400  164,000 1位 15.5 H26 

二条大麦 35,900 113,000 1位 31.8 H27 

かんぴょう 382 388 1位 98.5 H24 

陸稲 709  2,700  2位 26.3  H27 

にら 11,000  61,400 2位 17.9 H26 

こんにゃくいも  1,790 61,300 2位 2.9 H27 

青刈りとうもろこし 237,200  4,823,000  2位 4.9  H27 



日本なし 20,700  247,300  3位 8.4  H27 

六条大麦 5,480  52,700  4位 10.4 H27 

出典：農林水産省『作物統計』『特定作物統計調査』『地域特産野菜生産状況』(とちぎの統計情報) 

 

品目 栃木県 全国 全国順位 シェア（％） 年 

乳用牛飼育頭数（頭） 53,500 1,371,000 2位 3.9 H27 

生乳生産量（トン） 317,150 7,334,264 2位 4.3 H26 

資料：農林水産省畜産統計(とちぎの統計情報) 

 

品目 出荷量（千本） 出荷量（全国）（千本） 全国順位 シェア（％） 年 

スプレイぎく（切り花） 21,800 241,700 3位 9.0 H26 

資料：農林水産省平成 26年産花き生産出荷統計(とちぎの統計情報) 

 

V-(1)-2.栃木の県民所得 

 

図表：栃木県の主要指標 

 

出典：栃木県『とちぎの統計情報』 

 

図表：一人当たりの県民所得 

 

出典：栃木県『とちぎの統計情報』 



図表：各要素上位県 

 

出典：栃木県『とちぎの統計情報』 

 

図表：産業別労働生産性 

 

出典：栃木県『とちぎの統計情報』 

 

図表：産業別男女別賃金と比率 

 

出典：栃木県『とちぎの指標：経済と労働』 



図表：産業別大分類別従業者の男女比 

 

出典：栃木県『とちぎの指標：経済と労働』 

 

V-(1)-3.栃木の経済状況 

 

図表：県民経済生産の概要 

 

出典：栃木県『県民経済生産』 

 

 

 

 

 

 

 



図表：経済成長率の推移 

 

出典：栃木県『とちぎの指標：経済と労働』 

 

図表：1人あたりの県民所得の推移 

 

出典：栃木県『県民経済生産』 

 

図表：1次産業の県内総生産 

 

出典：栃木県『県民経済生産』 



図表：2次産業の県内総生産 

 

 

出典：栃木県『県民経済生産』 

 

図表：3次産業の県内総生産 

 

出典：栃木県『県民経済生産』 

 

 

 

 



図表：県内企業の所得の推移 

 

出典：栃木県『県民経済生産』 

 

V-(1)-4.栃木の市町村民経済計算 

 

図表：市町村内装生産額(名目) 対前年度比 構成比 

 

出典：栃木県『平成 25年度 とちぎの市町村民経済計算(概要)』 



 

図表：市町村内総生産額 

 

出典：栃木県『平成 25年度 とちぎの市町村民経済計算(概要)』 

 

図表：経済成長率(対前年度比) 

 

出典：栃木県『平成 25年度 とちぎの市町村民経済計算(概要)』 



 

図表：市町村別産業構成 

 

出典：栃木県『平成 25年度 とちぎの市町村民経済計算(概要)』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図表：市町村民所得額 対前年度比 構成比 

 

出典：栃木県『平成 25年度 とちぎの市町村民経済計算(概要)』 

 

図表：市町村民所得対前年度比 

 

出典：栃木県『平成 25年度 とちぎの市町村民経済計算(概要)』 

 

 



図表：雇用者報酬・企業所得の対前年度比 

 

出典：栃木県『平成 25年度 とちぎの市町村民経済計算(概要)』 

 

図表：所得の構成 

 

出典：栃木県『平成 25年度 とちぎの市町村民経済計算(概要)』 
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